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法曹人口等に関する臨時総会に関する対応について

（お願い）

大阪弁護士会会員　藤本一郎・森田章・妹尾悟・塩見恭平
第一東京弁護士会会員　中山達樹

滋賀弁護士会会員　野田隼人
横浜弁護士会会員　芦田一憲
札幌弁護士会会員　小西政広

広島弁護士会会員　坂本智栄

第１　お願い事項
　１　平成２８年３月１１日，日弁連臨時総会（午後2時～クレオ）に出席して頂いて，議場において一緒に「第３の案」の議案を提案することにご賛同頂けませんでしょうか（是非可能な方，ご一報下さい）。
　２　仮にご出席頂けない場合であっても，平成２８年３月１１日招集の総会で「代理人選任届」を当職ら又は当職らの賛同者にお預けください。
　３　また，一緒に「第３の案」を発議することにつき顕名しても良いという方や，３月１１日の「代理人選任届」を受けても良いという方，是非ご一報下さい。
第２　お願いの理由
　１　概要
３月１１日招集予定の臨時総会では，３つの点（司法試験合格者数，法科大学院制度と予備試験，修習生への経済的支援）について審議され，決議される予定です。当職らは，下記のとおり，この３点について，少し違う議案を提案したいと考えております。

	　
	原請求者
	執行部案
	第三案

	司法試験合格者数について
	直ちに１５００人にし、可及的速やかに１０００人以下にする。
	まず早期に１５００人とする。
	年間１５００名以上輩出されるようにし，かつ，現在の年間１８００名の水準を十分考慮し，急激な減少をさせない。

	法科大学院制度と予備試験について
	受験制限や合格者数制限など、一切の制限をしない。
	法科大学院制度の改善を行い、予備試験については制度趣旨を踏まえた運用をする。
	法科大学院制度について奨学金をより一層充実させ、予備試験については制度趣旨を踏まえた運用をする。

	修習生への経済的支援について
	給費制の復活を求める。
	給付型の経済支援として、給費の実現・修習手当の創設を求める。
	給費制の復活を求める。


　２　司法試験合格者数について

当職らは，特に司法試験合格者数について，最初に臨時総会を招集した方の「１０００人合格者」への削減に反対です。また，執行部が提案する「まず早期に１５００人とする。」という案も，「まず」ということは更なる削減が予定されていることを示すものであり，将来の法曹志願者の合格者数に対する不安が払拭されませんので反対です。このまま臨時総会でこの２案のみが審議されれば，世間に対し，「弁護士は結局内向きな議論しかしていない」と思われることになり，また，更に司法試験合格者数を削減すべきとのメッセージは，結局のところ法曹志願者を減少させることになり，優秀な人材が法曹に集まらなくなるため，法曹の質的な低下ももたらす危険な議案であると考えるものです。
特に，司法試験合格者数は開始当初は２０００人台（旧試験と併せればもっと）であったものの，近時は概ね１８００人台で推移しているところ，これを「早期に１５００人」とすれば，いまの法科大学院生や，法曹志願者に対する門戸を狭くすることになり，「３０００人合格」を信じてこの世界を志願した者に対する裏切りとなるのではないか，将来世代に対する悪いメッセージを残すのではないか，と危惧しています。
そこで，当職らは，今回の総会において前記「第３の案」を提案し，広く賛同を募り，少なくとも「法曹のすその」について弁護士が皆小さくすれば良いと思っている訳ではないことを世にアピールしたく考えます。つまり，１５００というのは，「目標」や「上限」ではなく，現在の法曹需要を考慮した「下限」であることを明らかにしたいのです。
なお，当職らの議案１に関する考え方は，平成２７年６月３０日に政府の「法曹養成制度改革推進会議」で決議された内容とほぼ同じです。

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/hoso_kaikaku/dai3/gijisidai.html 

この「とりまとめ案」では，司法試験合格者数について，「直近でも１８００人程度の有為な人材が輩出されてきた現状を踏まえ、当面、これより規模が縮小するとしても、１５００人程度は輩出されるよう、必要な取組を進め、更にはこれにとどまることなく、関係者各々が最善を尽くし、社会の法的需要に応えるために、今後もより多くの質の高い法曹が輩出され、活躍する状況になることを目指すべき」とされていました。
これは，当職らが政府寄りだとか，そういうものではありません。世間的に言えば，法曹需要が思ったほど伸びなかったとしても，弁護士の世界以外では，年間１５００人「以上」の合格者を必要としていると議論されているところ，弁護士の世界「だけ」がこれを拒み，つぶしたという形を残したくない，そう思っています。
法科大学院の学生は一生懸命勉強しております。法曹志願者が減っている中で，敢えて苦難の法科大学院にやってきた彼らに，更に門戸を狭くするような決議をすることが，我々先輩としてなすべきことでしょうか。
　３　予備試験について

　　　予備試験の必要性は認めます。ただ，いま予備試験は，大学生や法科大学院生の単なる就活のツールとなっている面が否めません。予備試験を何らの制限も付さないというのは，本来予備試験に合格して頑張って貰いたい方をむしろ予備試験から遠ざけ，「法曹のすその」を狭くしてしまいます。
　　　他方，予備試験を制限するのであれば，いろいろな事情からやむを得ず法科大学院を受けなければならなくなる者も出てきます。特に一層の法科大学院生に対する奨学金の充実は，予備試験の制限の前提条件であるという意味を込めて，前記のとおり議案を提案するものです。

４　給費制について

　　もともと給費制の廃止は，年間３０００人合格を前提として行われたものでした。１５００～１８００名の合格者は，旧司法試験の終わり頃と比べて大差がなく，給費制の復活は不可能ではない筈です。執行部提案は，給費制に代えて新たな給付制度を求めるという現実路線を取ったものであろうと考えますが，日弁連の要請として，はじめからそのような妥協路線で良いのでしょうか。この点では，臨時総会のもとの請求者に賛同したいと思います。

　５　結語

　　　以上のとおりですので，一緒に3月11日午後2時からの総会に行って，「第三案」提出にご協力下さい！動議の提出には５０名の現実に「出席」している会員の賛同が必要です。どうかご一報下さい！

また，出席不可能な方も，別紙の書類に記名・押印の上，当職らまでお預け下さい。なお，当職らは代理人選任届につき，現在のところ，札幌・東京・第一東京・第二東京・横浜・大阪又は広島会の方であればお預かりできます（他会の出席者を確保できれば，上記単位会以外の会員からの委任状もお預かりできます）。
（送付・連絡先）

〒５４１－００４１

　　　　　大阪市中央区北浜３－６－１３

　　　　　日土地淀屋橋ビル６階

　　　　　弁護士　藤　本　一　郎

　　　　　電子メール： i-fujimoto@yglpc.com  twitter ifujimoto  Facebook等
　　　　（メールにつき即座におこたえできない場合はご容赦下さい）
【同じ弁護士会の会員でなければ委任できません。】
代理人選任届
　私は，私の所属単位会会員である　　　　　　　　　　　会員（　　　　　　弁護士会所属：登録番号　　　　　　　　　）を代理人として選任し，平成２８年３月１１日開催の日本弁護士連合会臨時総会の各議案につき議決権を行使する権限を授与するとともに，同臨時総会における議長及び副議長の選任，動議，議案の提案，修正並びに原議案と関連する事項に関する議案についての各賛否その他一切の議決権の行使は代理人に一任しましたので，お届けします。

　なお，私は，藤本一郎会員（大阪弁護士会所属：登録番号２８６１５号）の提出する議案（修正案を含む）について賛成します。
平成２８年　　　月　　　日

弁護士会所属　　　　　　　　　　　　
会　　員　　　　　　　　　　　　　印

（登録番号　　　　　　　　　　　　　　）

日本弁護士連合会
　会長　　村　越　　　進　殿

　以上につき認証する。

平成２８年　　　月　　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　弁護士会　　　　　　　　　　　

会　長　　　　　　　　　　　　　印

